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医療従事者の確保について 

第 １ １ 回 医 療 計 画 の 見 直 し 
等 に 関 す る 検 討 会 

平 成 ２ ９ 年 ６ 月 ３ ０ 日 

資料 

４ 



○ 都道府県が、国の定める基本方針に即し、地域の実情に応じて、当該都道府県における医療提供体制の確保を図るために策定するも
の。 

○ 医療資源の地域的偏在の是正と医療施設の連携を推進するため、昭和６０年の医療法改正により導入され、都道府県の二次医療圏
ごとの病床数の設定、病院の整備目標、医療従事者の確保等を記載。平成１８年の医療法改正により、疾病・事業ごとの医療連携体制
について記載されることとなり、平成２６年の医療法改正により「地域医療構想」が記載されることとなった。 

医療計画制度について 医療計画について 

・  ２０２５年の、高度急性期、急性期、回復期、慢性期の４機能
ごとの医療需要と必要病床数、在宅医療等の医療需要を 
推計。 

○ 地域医療構想 

医療計画における主な記載事項 

※ ５疾病･･･５つの疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、 
         糖尿病、精神疾患）。 

   ５事業･･･５つの事業（救急医療、災害時における医療、 
         へき地の医療、周産期医療、小児医療（小児 
         救急医療を含む。））。 

○ ５疾病・５事業（※）及び在宅医療に関する事項 

・  疾病又は事業ごとの医療資源・医療連携等に関する現状
を把握し、課題の抽出、数値目標の設定、医療連携体制の
構築のための具体的な施策等の策定を行い、その進捗状況
等を評価し、見直しを行う（PDCAサイクルの推進）。 

○ 医療従事者の確保 

・  地域医療支援センターにおいて実施する事業等による医 
 師、 看護師等の確保。 ○ 医療の安全の確保 

○ 基準病床数の算定 
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○ 医療圏の設定 

・  国の指針において、一定の人口規模及び一定の患者   
 流入・流出割合に基づく、二次医療圏の設定の考え方を明示 
 し、見直しを促進。 

・  病院の病床及び診療所の病床の整備を図るべき地域的単
位として区分。 
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医療計画作成指針（医療従事者の確保）① 

医療計画について（平成29年３月31日付け医政発0331第57号厚生労働省医政局長通知） 

 

（別紙） 

医療計画作成指針 

 

第３ 医療計画の内容 

５ 医療従事者の確保 

医療従事者の確保に関する事項については、医療連携体制を構築する取組自体が偏在解消への
対策になること及び都道府県が中心となって医師を地域の医療機関へ派遣する仕組みの再構築が
求められていることを踏まえ、法第30条の23第１項の規定に基づく医療従事者の確保に関する事
項に関し、必要な施策を定めるための協議会（以下「地域医療対策協議会」という。）を開催し、
当該協議会において決定した具体的な施策を記載する。 

 
【地域医療対策協議会の取組】 
① 地域医療対策協議会の議論の経過等 
② 地域医療対策協議会の定めた施策 

さらに、その施策に沿って、医師（臨床研修医を含む。）の地域への定着が図られるよう、例
えば以下のような、医師のキャリア形成支援と一体的に地域の医療機関の医師確保を支援する事
業等（以下「地域医療支援センター事業等」という。）について記載する。 

なお、地域医療対策協議会は、地域医療支援センター事業による取組状況の報告等を効果的に
活用し、医療従事者の確保に関する施策の推進や見直しに努めること。 
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医療計画作成指針（医療従事者の確保）② 

【地域医療支援センター事業等の内容】 
① 各都道府県内の医療機関や地域の医師の充足状況等の調査・分析 
② 医師に対する専門医資格の取得支援や研修機会の提供等のキャリア形成支援 
③ 医療機関への就業を希望する医師等に関する情報の提供 
④ 医師を募集する医療機関に関する情報の提供 
⑤ 医師等に関する無料の職業紹介事業又は労働者派遣事業 
⑥ 医学生等を対象とした地域医療に係る理解を深めるための事業（地域医療体験セミナー
等）の実施 

⑦ 地域医療支援センター事業等と他の都道府県の同事業との連携 等 
⑧ 地域の医師確保で有効と考えられる施策についての国への情報提供 

また、記載に当たっては、地域医療支援センター事業等が対象とする医療従事者以外の、例え
ば以下の職種についても、必要に応じて、その資質向上に関する事項を含め、医療従事者の確保
の現状及び目標について、可能な限り具体的に記載する。 

 
【医療従事者の現状及び目標】 
① 歯科医師 
② 薬剤師 
③ 看護職員（保健師・助産師・看護師・准看護師） 
④ その他の保健医療従事者 

診療放射線技師、臨床検査技師・衛生検査技師、理学療法士・作業療法士、視能訓練士、
言語聴覚士、臨床工学技士、義肢装具士、救急救命士、歯科衛生士、歯科技工士、管理栄養
士等 

⑤ 介護サービス従事者 
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医療計画作成指針（医療従事者の確保）③ 

医療計画について（平成29年３月31日付け医政発0331第57号厚生労働省医政局長通知） 

 

（前略） 

なお、医療計画の作成に当たり、特に留意する事項については、以下に記すが、医療法の一部を改
正する法律（平成27年法律第74号。平成29年４月２日全面施行予定。）による改正後の医療法に基
づき記載している点に留意すること。また、医療従事者の確保、地域における医療及び介護を総合的
に確保するための基本的な方針（平成26年厚生労働省告示第354号。以下「医療介護総合確保方針」
という。）第２の二の１に規定する協議の場における協議事項等については、新たな医療の在り方を
踏まえた医師・看護師等の働き方ビジョン検討会、医療従事者の需給に関する検討会、社会保障審議
会医療部会及び介護保険部会等での議論を踏まえ、必要な見直しを行うこととする。 

（後略） 
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医師の確保について 



医師の確保に向けて① 

「経済財政運営と改革の基本方針2017～人材への投資を通じた生産性向上～」（平成29年６月９日閣議決定） 

 
第３章 経済・財政一体改革の進捗・推進 
 ３．主要分野ごとの改革の取組  
 （１）社会保障  
  ② 地域医療構想の実現、医療計画・介護保険事業計画の整合的な策定等  
 （前略） 
  2008 年度（平成20 年度）以降臨時増員してきた医学部定員について、医師需給の見通しを踏まえ
て精査を行う。また、全体としての医師数増加が地域における医師の確保につながり全ての国民が必
要な医療が受けられるよう、医師等の負担を軽減しつつ医療の質を確保するため、看護師の行う特定
行為の範囲の拡大など十分な議論を行った上で、タスクシフティング（業務の移管）、タスクシェア
リング（業務の共同化）を推進するとともに、複数医師によるグループ診療や遠隔診療支援等のへき
地等に勤務する医師の柔軟な働き方を支援するなど抜本的な地域偏在・診療科偏在対策を検討する。 

＜現状及び課題＞ 

○ 医師確保が必要な地域や診療科への従事を要件とする「地域枠」を中心に、平成20年度以降、医学部定員

の暫定増等を行い、また、医師の地域定着につながるよう、地域医療支援センターの設置といったキャリア支
援、業務負担軽減等のインセンティブ付け等を推進する対策を実施してきた。 

○ これにより、小児科や産婦人科の医師数の増加など、一定の改善が見られたが、地域の医師不足の指摘は
根強いため、さらに強力な医師偏在対策を進めることが必要である。 
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医師の確保に向けて② 

＜現状の取組＞ 

○ 医師の偏在対策については、現在、「医療従事者の需給に関する検討会 医師需給分科会」において議論
が行われている。 

○ 抜本的な医師偏在対策については、今後、法案提出を視野に、秋以降、同分科会において議論される予定
であるが、当面は、6月15日の第10回分科会において議論・了承された、主に地域医療支援センターの機能強
化を内容とする「早急に実行可能な医師偏在対策」について、対策を実行に移すこととされている。 
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平成26年度以降、地域医療介護総合確保基金を活用して実施 

 
 

  ○  都道府県内の医師不足の状況を個々の病院レベルで分析し、優先的に支援すべき医療機関を判断。 
    医師のキャリア形成上の不安を解消しながら、大学などの関係者と地域医療対策協議会などに 
    おいて調整の上、地域の医師不足病院の医師確保を支援。   
   ○  医師を受入れる医療機関に対し、医師が意欲を持って着任可能な環境作りを指導・支援。また、公的 
    補助金決定にも参画。 

大学 

協力 地域医療体験 
事業への参加 

地域医療機関 

地域医療機関 

地域医療機関と県内中核病院と
の間を循環しながらキャリア形成 

 
地域医療支援センター 

 

最新の医療技術習得の 
ための研修参加 

地域医療機関 

地域医療機関 

地域医療支援センターの役割 

  
 

  
 都道府県が責任を持って医師の地域偏在の解消に取組むコントロールタワーの確立。 

 地域枠医師や地域医療支援センター自らが確保した医師などを活用しながら、キャリア形成支援と一体的に、地域の医師不足病院の医師確保を支援。 

 専任の実働部隊として、喫緊の課題である医師の地域偏在解消に取組む。    
         ・人員体制 ： 専任医師２名、専従事務職員３名   ・ 設置場所 ：都道府県庁、○○大学病院、都道府県立病院 等       
  

   

地域医療支援センターの目的と体制 

Ａ県 

Ｂ県 

医師の地域偏在（都市部への医師の集中）の背景 

 高度・専門医療への志向、都市部の病院に戻れなくなるのではないかという将来への不安 等 

地域医療を志向する医師に
係る県域を越えた情報交換
と配置の調整 

地域医療支援センター運営事業 

平成２８年４月現在、すべての都道府県に地域医療支援センターが設置されている。 
（設置場所：都道府県庁（21都道府県）、大学病院（9県）、都道府県庁及び大学病院（13県）、その他（4府県）（平成２８年７月時点）） 
平成２３年度以降、都道府県合計４，５３０名の医師を各都道府県内の医療機関へあっせん・派遣をするなどの実績を上げている。（平成２８年７月時点） 9 

○ 地域の医療関係者が参画しセン
ターの運営方針等を検討する場 

○ 構成 
   大学、関係医療機関、医師会、 
   市町村、保健所等の代表者等 

運営委員会 



医師の確保に向けて③ 
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＜今後の対応＞ 
○ 今後、医師の確保に向けて、医療計画において、以下の点などについて明記することとし、

「早急に実行可能な医師偏在対策」を都道府県において推進。 
  
 
  キャリア形成プログラム（注）について、地域枠医師の増加等に対応できるよう、全都道府県

において、以下の点に留意して必ず策定することにより、一層の改善を推進 

 ・ 大学所在都道府県の出身者は、臨床研修修了後、その都道府県に定着する割合が高いことから、地域枠の
入学生は、原則として、地元出身者に限定する。 

 ・ 医師のキャリア形成に関する知見を得たり、重複派遣の防止など医師確保の観点から大学（医学部・付属病
院）による医師派遣と整合的な医師派遣を実施したりすることができるよう、地域医療支援センターがキャリア形

成プログラムを策定する際には、大学（医学部・付属病院）と十分連携する。 

 （注）キャリア形成プログラム：主に地域枠医師を対象に、地域医療に従事する医師のキャリア形成上の不安解消、医師不足地域・診療科の解消を目的と

して、都道府県（地域医療支援センター等）が主体となり策定された医師の就業プログラム。地域医療介護総合確保基金を活用した医師修学資金貸

与事業については、既に一部改善を促している点もある。 

     なお、地域枠については、平成20年度以降の医学部定員の暫定増の中心である医師確保が必要な地域や診療科への従事を要件とする地域枠のほ

か、都道府県と大学が連携して設けるものや大学が独自に設けるものなど様々な地域枠が存在している。このうち、学生に奨学金を貸与するなど都道府県

が関与している地域枠については、原則として、地元出身者に限定するべきである。また、大学独自の地域枠に関しても、地域枠の趣旨に鑑み、可能な限

り地元出身者に限定することが望ましい。さらに、都道府県が関与している地域枠については、必ずキャリア形成プログラムを策定することとなるが、大学独自

の地域枠や地域枠以外の医師についても、地域医療への興味・関心をより一層高め、そのキャリアと地域医療に配慮された医師派遣が行われるよう、都道

府県が策定したキャリア形成プログラムの活用等がなされるよう検討すべきである。 

医療従事者の需給に関する検討会 
第10回 医師需給分科会 
における議事に基づき作成 



医師の確保に向けて④ 
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 ・ 大学所在都道府県における臨床研修修了者は、臨床研修修了後、その都道府県に定着する割合が高いことか
ら、原則として、大学所在都道府県において臨床研修を受けることとするよう、キャリア形成プログラムに位置づける。 

  

 ・ 医師が不足する地域や診療科における医師を確保するという医学部定員の暫定増の本来の趣旨に鑑み、キャリ
ア形成プログラムにおいて、勤務地や診療科を限定する。 

 

 ・ 修学資金貸与事業における就業義務年限について、対象者間のバラつきを全国で是正するため、同様の枠組み
である自治医科大学と同程度の就業義務年限とする。 

 

 ・ 地域枠医師の増加等を踏まえ、特段の理由なく、特定の開設主体に派遣先が偏らないようなキャリア形成プログラ
ムとする。 

 

 ・ 出産、育児等、医学部入学時点では想定されなかったやむを得ない事情が発生した場合には、都道府県が、キャ
リア形成プログラムの内容の変更等について、柔軟に対応できるようにする。 

 

医療従事者の需給に関する検討会 
第10回 医師需給分科会 
における議事に基づき作成 



医師の確保に向けて⑤ 
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  今後作成予定の、詳細な医師の配置状況が把握できる新たなデータベースを、都道府

県の医師確保に活用 

 

  地域医療支援センターとへき地医療支援機構の統合も視野に、へき地も含めた一体的

な医師確保を実施 

 

  地域医療支援センターによる医師確保の実効性向上のため、ＳＮＳ等を活用して若手

医師の主体的な参画を促すなど様々な関わり方を可能にすることで、今以上に若手医師

へのアプローチを強化 

 

  ① へき地以外でも代診医師の支援を行うこと 

 ② グループ診療を可能にするよう、同一の医療機関に同時に複数の医師を派遣したり、

他の病院から代診医師を派遣するよう斡旋すること 

 ③ へき地以外でも遠隔での診療支援を行うこと 

など、地域医療支援センターの派遣調整に当たって、医師の勤務負担軽減に配慮 

 

  地域医療支援センターと医療勤務環境改善支援センターが連携 

医療従事者の需給に関する検討会 
第10回 医師需給分科会 
における議事に基づき作成 
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歯科医師の確保について 



病院に勤務する歯科医師の確保に向けて① 

＜現状及び課題＞ 
 
○ 近年、口腔ケアが誤嚥性肺炎の発症予防につながることや周術期の口腔機能管理によって在院日
数の短縮につながることが報告されるなど、口腔と全身との関係について広く指摘され、こうした観点から、
医療計画等においても入院患者等に対する医科歯科連携の推進が求められている。 

 
○ なお、入院患者に対する周術期の口腔機能管理等を通じて行われる医科歯科連携の大部分は、
病院内に勤務する歯科医師を通じて取り組まれている。 

 
○ しかしながら、実際は病院に歯科を設置しているのは約２割で、また、医育機関を除く病院に勤務し
ている歯科医師は全体の約３％と少なく、病院で医科歯科連携が取り組まれる体制が十分ではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考） 
 「医療計画について（平成29年３月31日付け医政発0331第57号厚生労働省医政局長通知）」 
 ３ ５疾病・５事業及び在宅医療のそれぞれに係る医療連携体制 
  (8) 歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割 

地域包括ケアシステム（医療介護総合確保法第２条第１項に規定する地域包括ケアシステムをいう。）の構築を進め
る上で、歯科医療機関は地域の医療機関等との連携体制を構築することが重要である。特に、近年は、口腔ケアが誤嚥性
肺炎の発症予防につながるなど、口腔と全身との関係について広く指摘されていることから、各医療連携体制の構築に当たっ
て、歯科医療が果たす役割を明示するとともに、入院患者や在宅等で療養を行う患者に対して、医科歯科連携等を更に推
進することが必要となる。 
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口腔ケア等による効果 

 要介護者に対する口腔ケアによる 
肺炎発症率の抑制効果 

 入院患者に対する口腔機能の管理による 
在院日数の削減効果 

2

年
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２年間の肺炎発症率が低い 

在院日数の削減効果が統計学的に有意に認められ、
その効果はほぼ10％以上あることが明らかになった。 
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Yoneyama T, Yoshida Y, Matsui T, Sasaki 
H:Lancet354(9177), 515, 1999. 中医協専門委員提出資料（平成25年11月22日） 



病院に勤務する歯科医師の確保に向けて② 

＜現状の取組＞ 
○ 病院を含む、各現場における歯科医師の供給やあるべき歯科医療提供体制については、現在「歯
科医師の資質向上等に関する検討会」において議論が行われており、この中で、病院の歯科の設置や
歯科医師等の人員体制の強化等に関する意見が出ている。 
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病院に勤務する歯科医師の確保に向けて③ 

＜今後の対応＞ 
○ 今後、医療計画においては、「歯科医師の資質向上等に関する検討会」等の関係審議会等におけ
る議論の進捗状況を踏まえ、医科歯科連携を更に推進するための具体的な方策の一つとして、歯科
医師の担うべき役割や、勤務する場所を含めた、歯科医師の確保に向けた取組を記載することを検討
する。 

総数(人) 対医療施設従事者 

（出典：医師・歯科医師・薬剤師調査） 

14年 16年 18年 20年 22年 24年 26年 

歯科医師数 90,499 92,696 94,593 96,674 98,723 99,659 100,965

歯科診療所 87.1% 87.4% 87.0% 87.5% 87.4% 87.4% 88.0%

病院（医育機関を除く） 2.8% 2.8% 2.9% 3.0% 3.0% 2.9% 3.1%

病院（医育機関） 10.1% 9.8% 10.1% 9.5% 9.6% 9.7% 9.0%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%
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（参考：医療施設に従事する歯科医師数） 
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薬剤師の確保について 
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かかりつけ薬剤師の確保に向けて① 

＜現状＞ 
 
○ 医療計画において、「地域の薬局では、医療機関等と連携して患者の服薬情報を一元的・継続的
な把握とそれに基づく薬学的管理・指導を行うこと、入退院時における医療機関等との連携、夜間・休
日等の調剤や電話相談への対応等の役割を果たすこと」が求められている。 

 
○ 薬剤師は、専門職として処方内容を分析し患者や他職種に助言する機能や、薬物療法のプロトコ
ルを作成する機能を強化することが求められている。また、「かかりつけ薬剤師・薬局」の推進等の取組を
含め、地域における薬局や薬剤師の機能を大きく変容することも期待されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 「医療計画について（平成29年３月31日付け医政発0331第57号厚生労働省医政局長通知）」（抜粋） 
 第３の３ ５疾病・５事業及び在宅医療のそれぞれに係る医療連携体制 
  (8) 薬局の役割 

地域において安全で質の高い医療を提供するためには、薬物療法についても入院から外来・在宅医療へ移行する中で円
滑に提供し続ける体制を構築することが重要である。このため、地域の薬局では、医薬品等の供給体制の確保に加え、医療
機関等と連携して患者の服薬情報を一元的・継続的な把握とそれに基づく薬学的管理・指導を行うこと、入退院時における
医療機関等との連携、夜間・休日等の調剤や電話相談への対応等の役割を果たすことが必要となる。 



かかりつけ薬剤師の確保に向けて② 
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＜現状の取組と課題＞ 
○ 厚生労働省は「患者のための薬局ビジョン（平成27年10月23日付け薬生総発1023第3号
厚生労働省医薬・生活衛生局総務課長通知）」を公表し、その中でかかりつけ薬剤師・薬局が持
つべき機能、実現に向けた主な対応を示している。 
○ 本ビジョンの中で、薬剤師は、患者・住民が、安心して薬や健康に関する相談に行けるようにするため
に、患者の相談に傾聴し、平易でわかりやすい情報提供・説明を心がけるといったコミュニケーション能力
を高める取組が必要とされている。 
○ また、薬剤師は、高い職業意識と倫理観を持ち、常に自己研鑽に励み、最新の医療及び医薬品等
の情報に精通するなど専門性を高めていくことが必要とされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 「患者のための薬局ビジョン（平成27年10月23日付け薬生総発1023第3号厚生労働省医薬・生活衛生局総務課長通知）」（抜粋） 

 第２の１（６）かかりつけ薬剤師としての役割の発揮に向けて 

   （前略） 

  ○ 患者・住民が、安心して薬や健康に関する相談に行けるようにするには、患者の心理等にも適切に配慮して相談に傾聴し、 

  平易でわかりやすい情報提供・説明を心がける薬剤師の存在が不可欠であり、かかりつけ薬剤師には、こうしたコミュニケー 

   ション能力を高める取組が求められる。 

  ○ 薬剤師が、こうした対人業務に関する専門性やコミュニケーション能力を向上させ、かかりつけ薬剤師としての役割を果たせ 

   るよう、医薬関係団体や学会等が連携をしながら、必要な研修の機会を積極的に提供することが求められる。また、医療機関に 

   おいて、薬局薬剤師が研修を受ける機会が提供されることも重要である。 

          他方、薬剤師自身も、高い職業意識と倫理観を持ち、こうした研修の機会や（公社）薬剤師認定制度認証機構が認証する団体 

        や大学などが提供する種々の薬剤師研修認定制度等を活用して、常に自己研鑽に励み、最新の医療及び医薬品等の情報に精通 

        するなど専門性を高めていく必要がある。 

   （後略） 



かかりつけ薬剤師の確保に向けて③ 

＜今後の方針、方向性＞ 
○ 患者のための薬局ビジョンの内容を踏まえ、かかりつけ薬剤師・薬局として、以下の機能を備えていく必要がある。 

  ①服薬情報の一元的・継続的把握とそれに基づく薬学的管理・指導 

  ②２４時間対応・在宅対応 

  ③かかりつけ医を始めとした医療機関等との連携強化 

○ 今後、上記内容を備えた薬剤師を確保するため、医療計画において、「薬剤師の資質向上のために、『患者のた

めの薬局ビジョン』を踏まえ、最新の医療及び医薬品等に関する専門的情報の習得を基礎としつつ、患者・住民との

コミュニケーション能力の向上に資する研修、及び医療機関等との連携強化につながる多職種と共同で実施する研

修等が行われるよう、研修状況を把握し、関係者間の調整を行う。」旨を明記し、薬剤師の資質向上を含め、かかり

つけ薬剤師の確保に向けた取組を推進していく。 

「患者のための薬局ビジョン」～「門前」から「かかりつけ」、そして「地域」へ～ 

かかりつけ薬剤師・薬局 

☆ 副作用や効果の継続的な確認 

☆ 多剤・重複投薬や相互作用の防止 ・ 24時間の対応 

・ 在宅患者への薬学的管理・服薬指導 

☆ 夜間・休日、在宅医療への対応 

☆ 副作用・服薬状況 
  のフィードバック 

○ ＩＣＴ（電子版お薬手帳等）を活用し、 

・ 患者がかかる全ての医療機関の処方情報を把握 

・ 一般用医薬品等を含めた服薬情報を一元的・継続的に把握し、薬学
的管理・指導 

☆ 医療機関への 
  受診勧奨 

☆ 疑義照会・ 
  処方提案 

☆ 医薬品等に関する相談 
  や健康相談への対応 

※ 地域の薬局・地区薬剤師会との連携のほか、へき地等では、相談受付
等に当たり地域包括支援センター等との連携も可能 

医療機関等との連携 

24時間対応・在宅対応 
服薬情報の一元的・継続的把握と 
それに基づく薬学的管理・指導 

☆ 医療情報連携ネット 
  ワークでの情報共有 

平成27年10月23日公表 
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看護職員の確保について 



23 

看護職員の確保に向けて① 

（参考）２０２５年に向けた看護職員の試算 

＜現状及び課題＞ 

・ 看護職員の就業者数は、近年３万人／年ペースで増加している。 

• 社会保障・税一体改革の試算による看護職員の必要数 は「2025年に約200万人」。 

• 就業者数が3万人／年で増加しても２０２５年で約３万人～約１３万人分の需給ギャップ
が生じる見込み。 
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看護職員の確保に向けて② 

（参考） 

 「医療計画について（平成29年３月31日付け医政発0331第57号厚生労働省医政局長通知）」別紙 医療計画作成指針 

５．医療従事者の確保 【医療従事者の現状及び目標】 

 ①  歯科医師、②  薬剤師、③  看護職員（保健師・助産師・看護師・准看護師）、④  その他の保健医療従事者  

診療放射線技師、臨床検査技師・衛生検査技師、理学療法士・作業療法士、・・・  

＜現状の取組と課題＞ 
○ 看護職員の復職支援・離職防止等の総合的な対策を実施している。 

（１）看護職員の復職支援の強化（看護師等人材確保促進法改正 平成２７年１０月１日施行） 

 ・看護師等免許保持者について一定の情報の届出制度を創設し、離職者の把握を徹底。 

 ・都道府県ナースセンターが、離職後も一定のつながりを確保し、ライフサイクル等を踏まえて適切なタイ
ミングで復職研修等の必要な支援を実施。  

（２）勤務環境の改善を通じた定着・離職防止（医療法改正 平成２６年１０月１日施行） 

 ・看護職員を含めた医療従事者全体の勤務環境を改善するため、医療機関による自主的な勤務環境改善の取
組を促進し、都道府県医療勤務環境改善支援センターが医療機関の取組を支援。 

 ・ワークライフバランス等にも配慮した取組を促進し、看護職員の定着・離職防止を推進。 

○ 第６次医療計画には、医療介護総合確保推進法に基づく、看護職員の復職支援や離職防止の記載がないた
め、医療計画に明記して更なる看護職員の復職支援や離職防止を推進することが必要。 

看護職員の確保に向けて③ 
＜今後の対応＞ 
○ 今後、医療計画において、「看護職員の確保に向けて、地域の実情を踏まえつつ看護師等の離職
届出を活用した復職支援や、医療機関の勤務環境改善による離職防止などの取組を推進していくこと
が必要である。」旨を明記し、看護職員の確保に向けた取組を推進していく。  
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特定行為研修を修了した看護師の確保に向けて① 

「経済財政運営と改革の基本方針2017～人材への投資を通じた生産性向上～（骨太方針）」（平成29年６月９日閣議決定） 
３．主要分野ごとの改革の取組  

（１）社会保障  

  ② 地域医療構想の実現、医療計画・介護保険事業計画の整合的な策定等  

2008 年度（平成20 年度）以降臨時増員してきた医学部定員について、医師需給の見通しを踏まえて精査を行
う。また、全体としての医師数増加が地域における医師の確保につながり全ての国民が必要な医療が受けられる
よう、医師等の負担を軽減しつつ医療の質を確保するため、看護師の行う特定行為の範囲の拡大など十分な議論
を行った上で、タスクシフティング（業務の移管）、タスクシェアリング（業務の共同化）を推進するととも
に、複数医師によるグループ診療や遠隔診療支援等のへき地等に勤務する医師の柔軟な働き方を支援するなど抜
本的な地域偏在・診療科偏在対策を検討する。  

＜現状及び課題＞ 

• 団塊の世代が75歳以上となる2025年に向けて、更なる在宅医療等の推進を図っていくた
めには、個別に熟練した看護師のみでは足りず、手順書により一定の診療の補助を行う看
護師を養成し、確保していくため、平成26年6月に特定行為に係る看護師の研修制度が創
設され、平成27年10月に施行された。 

• 特定行為研修を行う指定研修機関は40ヶ所（25都道府県）、特定行為研修を修了した看護
師は583人（46都道府県で就業）（平成29年3月末現在）にとどまっており、医療ニーズ
の高まりに対応できるよう、特定行為研修を修了した看護師を確保するには、更なる指定
研修機関及び受講者の確保が必要である。 



特定行為研修を修了した看護師の確保に向けて② 

（参考） 

 「医療計画について（平成29年３月31日付け医政発0331第57号厚生労働省医政局長通知）」 

別紙 医療計画作成指針 

第３ 医療計画の内容 

５．医療従事者の確保 

 【医療従事者の現状及び目標】 

 ①  歯科医師  

 ②  薬剤師  

 ③  看護職員（保健師・助産師・看護師・准看護師）  

 ④  その他の保健医療従事者  
診療放射線技師、臨床検査技師・衛生検査技師、理学療法士・作業療法士、視能訓練士、言語聴覚士、臨床工学技士、義肢装具士、救
急救命士、歯科衛生士、歯科技工士、管理栄養士等  

 ⑤  介護サービス従事者 

＜現状の取組と課題＞ 

○ 厚生労働省は、指定研修機関及び受講者の確保のため、指定研修機関の運営等に係る経費について
の支援、指導者の育成、制度の普及啓発等を実施している。 

○ 都道府県においては、約６割が、特定行為に係る看護師の研修の受講のニーズや指定研修機関としての

申請の意向等について把握をしているが、地域医療介護総合確保基金を活用した平成28年度事業計画

を策定している都道府県は８府県、特定行為研修を修了した看護師の確保に係る目標を設定している

都道府県は５県にとどまる。 

○ 特定行為に係る看護師の研修制度の推進については、第13回「医道審議会保健師助産師看護師分科

会看護師特定行為・研修部会」において議論が行われ、この中で、都道府県において、在宅医療等を

支える看護師を地域で計画的に養成していくため、都道府県での計画的な取組の推進の必要性が提言

された。 
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特定行為研修を修了した看護師の確保に向けて③ 

＜今後の対応＞ 
○ 今後、在宅医療等を支える看護師を地域で計画的に養成していくため、医療計画において、「地域
の実情を踏まえ、看護師が特定行為研修を地域で受講できるよう、指定研修機関及び実習を行う協
力施設の確保等の研修体制の整備に向けた計画」を明記し、都道府県における特定行為研修を修
了した看護師の確保に向けた取組を推進していく。  

③ 地域医療介護総合確保基金等の活用
による支援事業等の実施 

① 調査等による現状の把握及び課題の
抽出 

② 関係団体等との連携体制の構築 

看護師が特定行為研修を地域で受講で
きるよう、指定研修機関及び実習を行
う協力施設の確保等の研修体制を整備 
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都道府県における取組のイメージ 

④ 具体的な計画
を医療計画に
記載し、体制
を整備 

2025年に向け、在宅医療
等を支えるため、地域の実
情を踏まえた、特定行為研
修を修了した看護師の確
保、活躍の推進 


